
広島県広島市安佐南区安東一丁目1番25号

（単位:千円）

資　　　産　　　の　　　部

　　　　　　金　　額　　　　　 金　　額

 流　動　資　産 111,618  流　動　負　債 30,129

現 金 及 び 預 金 6,911 買 掛 金 2,934

売 掛 金 1,541 未 払 法 人 税 等 5,263

他 店 商 品 券 34 未 払 費 用 18,973

未 収 入 金 1,214 未 払 消 費 税 1,893

関 係 会 社 売 掛 金 11 預 り 金 124

商 品 17,928 短 期 未 払 金 235

前 払 費 用 1,499 関 係 会 社 短 期 債 務 704

関係会社短期貸付金 82,073

そ の 他 流 動 資 産 -

繰 延 税 金 資 産 403  固　定　負　債 -

 固　定　資　産 9,773

　(有 形 固 定 資 産) 9,554

建 物 付 属 設 備 44,190 30,129

車 両 運 搬 具 452

工 具 器 具 備 品 28,134  株　主　資　本　 91,797

減 価 償 却 累 計 △ 63,222 　 資　　本　　金 30,000

　 利 益 剰 余 金 61,797

　(投資その他の資産) 219 　利益準備金 2,427

長 期 前 払 費 用 - 　その他利益剰余金 59,370

そ の 他 投 資 219 　繰越利益剰余金 59,370

 繰　延　資　産 535

繰 延 資 産 535

純 資 産 合 計 91,797

資  産  合  計 121,927 負債及び純資産合計 121,927

第１７期　決　算　公　告

代表取締役　下江　隆
　　　　　　株式会社ラネット

負　債　合　計

純　　資　　産　　の　　部

貸　借　対　照　表

( 平成29年3月31日 現在 )

負　　　債　　　の　　　部

科　　　　目 科　　　　目



個 別 注 記 表 

 
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１． 資産の評価基準及び評価方法 
（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

最終仕入法による原価法を採用しております。なお、書籍については、売価還元法を

採用しております。 
２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 
法人税法の規定による定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）及び平成 28 年 4 月 1 日以降取得の建物附属設備、構築物については

定額法）を採用しております。 
（２）リース資産 
    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。 
なお、所有権移転外ファイナンス･リース取引のうち、リース取引開始日が、平成 20 年

3 月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 
３.  その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

（２）繰延資産の処理方法 
繰延資産については、５年による均等額償却を行っております。 

Ⅱ 会計方針の変更に関する注記 
    平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用 
     法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年 6 月 17 日）を当事業年度に適用し、平成

28年4月1日以後に取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定

額法に変更しております。 
     なお、当事業年度において、計算書類に与える影響はありません。 
Ⅲ その他の注記 
 １.  有形固定資産の減価償却累計額    ６３，２２２千円 
 ２.  追加情報 
      繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 
   「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号平成 28 年

3 月 28 日）を当事業年度から適用しております。 
 ３.  記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
Ⅳ 当期純損益金額 

１.  当期純利益   １０，６２６千円 
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